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　　　APライン(240t/日),SPライン(60t/日),MCPライン(45t/日)

処理料金　　　　  打合せの上、協議致します

　　　　          廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ：１６.６㎡

保管場所　　　　　汚泥　　 ：１３２㎡

添付資料 ：工場配置図・使用水処理工程・産業廃棄物フロー図・産業廃棄物処分
業許可証・受託した産業廃棄物の処理量

　　　　　　　　　圧縮施設 ：処理能力３．５t／時

（処理能力１９２ｔ／日）

施設等の状況　　　焼却施設 ：竪型8段多段炉床炉

　　　　　　　　　圧縮処分 ：廃プラスチック類

許可の有効年月日　平成30年12月 6日
事業の範囲　　　　中間処分 ：焼却処分（製紙ｽﾗｯｼﾞに限る。）

許可年月日　　　　平成25年12月19日

産業廃棄物処分業許可の内容

許可番号　　　　　３８２００１２５３３（愛媛県）

　古紙から１００％再生パルプを製造する時に排出する、自社工場の製紙
スラッジ及び組合員工場から排出される製紙スラッジの焼却処分（中間処
分）をする。

・製紙スラッジ処分業（中間処分）

[事業計画の概要]

メールアドレス　h-onishi@aipa.or.jp

４）事業の概要

・古紙再生パルプの製造･販売

担当者　ＥＡ21事務局　　 大西　広也

連絡先　電話　0896-58-5286　ＦＡＸ　0896-58-8041

責任者　環境管理責任者　 石村　和博

３）環境保全関係の責任者及び担当者連絡先

大阪事業所　〒559-0025 大阪市住之江区平林南1-3-8

本社 〒799-0101 愛媛県四国中央市川之江町415番地１

２）所在地
設立年月日　昭和44年7月29日

１）事業所名及び代表者名、その他

事業所名　愛媛パルプ協同組合

代表者名　理事長　伊藤　俊一郎

愛媛パルプ協同組合　環境活動レポート

1.　組織の概要
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単位 基準年（１８年） 27年 28年 29年

㌧ 61,212 44,375 45,017 45,137

㌧ 9,816 7,384 7,688 7,381

百万円 3,108 2,560 2,694 2,716

人 45 61 56 58

㎡ 21,840 24,957 24,957 24,957

百万円 500 565 565 565

２)対象期間‥H29・4・1～H30・3・31
１）対象範囲…全組織・全活動

2.　認証・登録の対象範囲

愛媛パルプ協同組合組織図
６）組織図

出資金

床面積

従業員数

廃棄物受託量

売上高

活動規模

古紙再生ﾊﾟﾙﾌﾟ生産量

５）事業の規模

理事長

環境管理責任者

総 務

総務部長
石村和博

営業部

専務理事
藤田 修

製造部

製造部長
近藤一英

EA21EMS事務局

大阪事業所
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３.　環境方針

① 環境関連法規類を遵守し､環境汚染防止に努めます。

④

⑥ 環境にやさしいグリーン購入を推進します。

⑦ 化学物質を取り扱う場合は、適正な管理に努めます。

⑧ 環境活動レポートを作成し公表致します。

制定：平成16年 1月10日

愛媛パルプ協同組合

理事長　伊 藤 俊 一郎

改定：平成27年 6月15日

⑤
環境教育を通じて全従業員に環境方針及び環境目標を周知するとと
もに、社員の環境問題に対する意識向上を図ります。また事業活動
で収集した環境保全に有用な情報を地域の皆さまに提供し地域の環
境保護活動に積極的に取組みます。

水の使用量を効率的に行い､排水量の削減を行います。

③ 産業廃棄物（特に製紙スラッジ、廃プラスチック類）の削減と再利
用を推進します。

②
二酸化炭素の排出量の削減を推進するために､省エネルギー活動の推
進及び省エネルギー設備の導入に取組みます。

　当工場では､環境保全に配慮した製造技術・省エネルギー化を積極
的に導入し､重点項目として以下の項目に取組みます。

　愛媛パルプ協同組合は､地球環境と地域社会に調和した持続可能な
事業活動を推進するために､すべての事業活動を通じて環境経営を実
践し､技術的・経済的に可能な範囲で継続的な環境保全の向上に努め
ます。
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購入電力の排出係数　　（単位　：kg-CO2/KWh）
四国電力：０．４０７　　関西電力：０．２８１

30年度

目標

1,800

29年

45,137

29,329

650

16,092

357

1.6

27.2

2,133

0.05製品生産量当り廃棄物最終処分量(t/t) 0.19 0.01 0.04

廃棄物最終処分量（ｔ） 11,746 554 1,899

従業員１人当り水資源排出量(㎥/人) 44.4 19.2 31.1

水資源排出量　　（千㎥） 2.0 1.2 1.7

製品生産量当り二酸化炭素排出量(kg-CO2/ｔ) 302 381 404

二酸化炭素排出量(t-CO2/年) 18,486 16,895 18,177

製品生産量当り電力使用量(kWh/ｔ) 578 646 657

電力使用量（千kWh） 35,364 28,647 29,355

製品生産量（ｔ） 61,212 44,375 45,017

3）当工場の過去3年間の実績
項　　　　　　　　　目 基準年（１８年） 27年 28年

環境法令遵守 製造部 製造部長　近藤一英

リサイクルの推進 総　務 総務部長　石村和博

廃棄物最終処分量 営業部 専務　　　藤田　修

環境目標 担当部署 責任者

二酸化炭素排出量及び水資源排出量 製造部 製造部長　近藤一英

　当工場で排出される廃棄物（製紙スラッジ,廃プラスチック等）の再資源
化の推進。

2） 環境目標の担当部署及び責任者

② 全従業員への節水意識の浸透。

③ リサイクル等の推進。

※1. 単年度・中長期目標も兼ねる

① 大気汚染,水質汚濁,騒音,振動等については､関係法令による規制を
遵守し､公害の防止に取組む。

2,000 1,800廃棄物最終処分量（ｔ） 11,746

従業員１人当り水資源排出量（㎥/人）
44.4 34.0 30.0 30.0

製品生産量当り二酸化炭素排出量（kg-CO2/

ｔ） 302 355 355 355

(基準値) 目標 目標
項　　　　目

18年度実績 28年度 29年度

４.　環境目標とその実績
１）目標項目
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⑥ 工場内の必要のない照明の消灯の徹底及び､工場内で使用する紙類の工場内での
再利用の徹底。工場使用水及び上水道の節水の徹底。

⑤  廃棄物最終処分量の減量のための選別・脱水の研究及び､新たな再利
用先の情報収集。

・自動車等のエコドライブの徹底　・ボイラー等の燃焼管理の改善

③   省エネ設備導入のための情報収集をする。

④   化石燃料使用量の減量化

②   事務所内の照明,エアコン,事務機器の管理。

①　電力使用量を把握し､効率的な生産体制を確立する。

　当工場では､従来から省エネ・廃棄物削減に取組んでいるが､より一層の環境への
負荷の低減のため以下の事項について重点的に取組む。

５.　主要な環境活動計画の内容
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量

年度

環境負荷推移グラフ
古紙使用量（t）

製品生産量(t)

汚泥排出量(t)

汚泥再生量(t)

廃プラ再生量(t)

最終処分量(t)

総エネルギー量（万MJ)

二酸化炭素排出量(t)

総排水量(千t)
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購入電力の排出係数は前述と同じ

　上記５項目の内①、③を除きほぼ数値目標等が達成できており、ある程度
の評価ができる。しかしながら、①については、電力使用量の増加及び
フォークリフト等運搬車両の燃料の増加等により､目標値をクリア出来てい
ない。③については、再利用委託業者のトラブルにより、最終処分量増加と
なった。これまで以上に①～③項目の削減対策を推進し､環境変化に対し即
応出来る体制作りをめざし､地球環境にやさしい企業として､環境マネジメン
トシステムに取組むことが重要と考える。なお②水使用量については､工業
用水の投入量で監視していたが､水量管理が市管轄で行われており､使用者側
で管理コントロールできず､管理可能な上水道の使用後排出量に変更し､管理
している。　④､⑤の教育・コミュニケーションに関しては基本的な企業活
動としての５S活動と絡め､定着化を目指している。

⑤  環境コミュニケーションの実施。

④  従業員の環境教育の実施。

①  二酸化炭素の排出量の削減。（電力及び化石燃料使用量の削減）

②  水使用量の削減。（排水量の削減）

③  廃棄物排出量の削減。（廃棄物最終処分量の削減）

2）総合評価

本環境経営システムの重点５項目

※1　従来監視パラメーターは工業用水の投入量であったが、管理が市管轄であるため
企業としては管理できないので、目標から外し上水道の排出量のみとする。

廃棄物最終処分量(t) 11,746 1,800 2,133

従業員１人当りの水資源排出量
（㎥/人）※1 44.4 30.0 27.2

製品生産量当り二酸化炭素排出量
（kg-CO2/ｔ） 302 355 357

実績値

18年度実績 29年度

(基準値) 目標値

[項目別目標値・実績値]

６.　環境活動の取組み結果の評価
1）平成29年度の取組み結果

　下表に示す通り廃棄物最終処分量については新目標1,800ｔに対し、2,133
ｔと目標未達となった。これは委託業者のトラブルにより、焼却・最終処分
量が増加したため。次に、二酸化炭素排出量（製品生産量当り）については
目標未達ではあるが、削減は進んでいる。今後とも全項目についてさらなる
取組み行う。

6



環境活動レポート

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16

〇

フロン排出抑制法 〇

家電リサイクル法

〇

毒劇物管理法 〇

四国中央市公害防止協定

〇

愛媛県公害防止条例 〇

計量法 〇

労働安全衛生法

消防法 〇

瀬戸内海環境保全特別措置法 〇

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 〇

水質汚濁防止法 〇

ダイオキシン類対策特別措置法 〇

エネルギーの使用の合理化に関する法律 〇

大気汚染防止法 〇

工場立地法

法律等の名称 遵守状況

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律 〇

〇

環境関連法規一覧表

　過去３年間においては､関係当局より環境関連法規の違反等の指摘はありませ
ん。また､弊社では毎年環境関連法規等の自己チェックを実施していますが､違反
等はありませんでした。

８.　環境関連法規への違反、訴訟等の有無

・ 水使用量削減については､当工場の工業用水契約量が（１０,５００㎥／日）年

間３,８３３千㎥と一定であり､水使用の効率を表すパラメーターとしては不具合
があるため､今後従業員１人当りの排水量で表現する。平成２９年度従業員１人当
りの排水量実績は２７.２（㎥/ｔ）となり､１８年度比３８.７％減となっている。
引き続き節水に取組む。

・ 産業廃棄物については､当初平成２６年度までに平成１８年度実績値より、
１０％最終処分量（１０,５７１t）を､削減することを目標としていたが､２６，２
７年度で焼却灰の再利用を進めた結果､平成２７年度実積が５５４ｔと急激に良化
する事が出来た。そこで目標値を見直し、１，８００tとした。２９年度実績では
２，１３３ｔと目標達成にはならなかったが局面の変化によるものであるため､現
状の目標と設定する。今後も再生委託業者の選別による再利用を推進していく。

　今後の対策として､二酸化炭素排出量の８０～９０％が電力消費による事が判っ
ており､事業所照明のLED化の推進、ボイラー更新による燃料の効率化を図ること
を計画しており、来年度着手する予定。

７．今年度以降の数値目標

・ 製品生産量当たりの二酸化炭素排出量削減において､平成２７年度設定の３５

５(㎏/ｔ)を目標とする。また､平成２９年度実績については､上記に示す通り､生産
量あたりの目標値を２ポイントオーバーしたものの、昨年比９．４％減となっ
た。
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  環境目標については､従来通り二酸化炭素排出量・廃棄物最終処分量・水資源
有効利用について管理・監視を行う。二酸化炭素排出量は目標値クリアが厳しい
状況にあるが､一番大事な問題でもあるため､削減を進めるよう指示している。
　わが組合はエネルギーの使用が多く､生産量あたりの電力使用量が一搬的製造
会社に比べ高い値となっている。電力設備の省エネ化を強力に進める必要があ
る。
　また､工場内で発生する廃棄物の再資源化も必要で､社内で有効利用しリサイク
ルの輪を完結させるようなシステム構築も、わが組合の社会的責務と考える。

９．代表者として全体を見ての見直しと評価

　全体的にみて､おおむね問題なく推移しているといえる。
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愛媛パルプ協同組合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙１

　          ［製造工程使用水処理工程］



法律上の分類 具体的な品目 中間処分
最終処分
(安定型)

最終処分
(管理型)

汚泥

廃プラスチック類

産業廃棄物処理フロー

有機性汚泥
製紙スラッジ

非塩ビ廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
ﾏﾃﾘｱﾙ利用可能

自社焼却

委託処理
(再生砕石工場

他)

委託処理
(ｾﾒﾝﾄ工場他)

委託処理
オオノ開発

大洲ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

金属くず 鉄くず、機械類等
委託処理

(再生利用)

塩ビ等廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
ﾏﾃﾘｱﾙ利用不能





「環境への負荷の自己チェック」の結果

②　受託した産業廃棄物の処理量
　　2017年（平成29年4月　～　平成30年3月）

廃棄物等種類 処分方法等 処理量（t）

0

汚泥 焼却 7,381

0

0

7,381

0

0

焼却灰（燃え殻） 各種原材料として再利用 774

774

774

（注）「別表１　②　受託した産業廃棄物の処理量」の記入上の注意事項

　　自社の処理事業の範囲に合ったア～キについて、その注意事項を確認の上、記入してください。

ア．処理事業が「収集運搬のみ」の場合

・「（ⅰ）収集運搬」の欄に必要事項を記入してください。

イ．処理事業が「中間処理のみ」の場合

・「（ⅱ）中間処理」と「（ⅳ）中間処理後の産業廃棄物」の欄に必要事項を記入してください。

・「（ⅳ）中間処理後の産業廃棄物」の欄に記載した量は、「別表１　③　廃棄物排出量及び廃棄物

　最終処分量」にも記載します。この場合、受託した産業廃棄物のうちで再生利用したものと自

　社から排出した産業廃棄物のうち再生利用したものを区別して記載することが望まれます。

・「（ⅳ）中間処理後の産業廃棄物」の「最終処分」の記入は、その処分が「委託」であることを

　同欄内に必ず明記してください。

ウ．処理事業が「最終処分のみ」の場合

・「（ⅲ）最終処分」の欄に必要事項を記入してください。

エ．処理事業が「収集運搬と中間処理」の場合

・「（ⅰ）収集運搬」、「（ⅱ）中間処理」及び「（ⅳ）中間処理後の産業廃棄物」の欄に必要事項を

　記入してください。

・「（ⅳ）中間処理後の産業廃棄物」の欄に記載した量は、「別表１　③　廃棄物排出量及び廃棄物

　最終処分量」にも記載します。この場合、受託した産業廃棄物のうちで再生利用したものと自

　社から排出した産業廃棄物のうち再生利用したものを区別して記載することが望まれます。

・「（iv）中間処理後の産業廃棄物」の「最終処分」の記入は、その処分が「委託」であることを

　同欄内に必ず明記してください。

オ．処理事業が「収集運搬と最終処分」の場合

・「（ⅰ）収集運搬」と「（ⅲ）最終処分」の欄に必要事項を記入してください。

　　中間処理後処分量合計

中間処理合計

（ⅲ）最終処分

最終処分量合計

（ⅳ）中間
処理後の
産業廃棄
物

最終処分

再資源化等

再資源化等量小計

処理方法等

（ⅰ）収集運搬

収集運搬量合計

（ⅱ）中間処理

うち
再資源化等

再資源化等量小計


